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【本日の論点】くらしづくり

２ 人生100年時代への対応

➢ 今後は医療技術の進歩により、平均寿命が延伸するだけでなく、元気な高齢者が増えて
くるものと予想される。

➢ これに伴い、現在の65歳・75歳という高齢者の年齢ラインの大幅な引き上げや、そもそ
も年齢で線を引かないエイジレス社会が到来する可能性が高い。

➢ このような社会において、元気な高齢者の活躍のあり方はどうあるべきか。

１ 住み続けられる地域づくり

➢ デジタル技術の進展により行政手続きや医療、教育など様々な分野でオンライン化が進
み、暮らしに必要なサービスが広域的に提供可能になることが予想される。

➢ そのような中で、各地域において持続可能な生活圏を形成するためには、機能やサービ
スによって、身近に必要なものや、集約できるもの、広域的に配置すべきものを整理し、
住民とサービスとを結ぶオンライン化と移動手段の確保が重要。

➢ できる限り今の地域に住み続け、どのような機能やサービスを維持していくべきか。





地域の将来像イメージ

2040年、道路の景色が変わる（国土交通省資料） 1



経済産業省 未来イノベーションワーキンググループ 中間取りまとめ（2019/3/19）2



例）木城町
人口（市役所支所単位３㎞圏内）

学校

中学校（１校）

小学校（１校）

病院（内科系、外科系の複数診療科を
有する病院なし）

木城町 （単位：人）

2015年 2040年 増減数 増減率

木城町役場 6,371 4,850 -1,521 -23.9%

2015年 5,231人（33.42％）
2040年 3,979人（37.17％）

（単位：
人）

R3.5 1年 2年 3年 4年 5年 6年 計

小学校 1校 49 58 60 55 53 56 331

中学校 1校 42 48 50 140

2

2

1

3
④至 高鍋→宮
崎

市町村ごとの人口、
（）内は高齢化率

市役所・支所単位で半径３㎞圏
内を示したもの、円内の人口に
ついては右記の表のとおり

町営バス
①平日３往復、土曜日３往復
（長期休みの時期に１往復増便）
②平日４便、土曜日２便、日祝日運休

宮崎交通
③平日6.5往復、土日祝日4.5往復

病院については内科系、
外科系の複数診療科が
ある病院を記載

地域の状況
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地域区分ごとの機能・サービスのイメージ

地域区分 教育拠点 交通・物流拠点 商業（生活）拠点 医療拠点 文化拠点 官公庁等

県

大学 空港 大型ショッピングモール 三次医療圏
（先進的な技術を必
要とする特殊な医療
などを提供する）

映画館
美術館
博物館

国の出先機関

圏域

専門学校
高等学校

重要港湾
高速IC
高速バス発着所
ターミナル駅

大型スーパー
家電量販店

二次医療圏
（入院医療を主体と
した一般の医療需要
に対応）

文化ホール 県の出先機関
警察署
消防署

市町村

中学校
小学校

路線バス発着所 商店街
スーパー
コンビニ
郵便局
金融機関（JAも含む）

※一次医療圏
（一般にみられる疾
病や外傷等に対する
診断・治療など初期
医療を提供する）

図書館 市町村役場

地区

幼稚園
保育園

バス停 商店
飲食店

公民館 市町村の出先機関
交番
消防団

※一次医療圏については、圏域設定が法的に定められておらず、また設定が困難であることから本県では設定されていない。
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人口減少が進む中でも、日常生活に必要なサービスや機能を維持し、中山間地域において、
住み慣れた地域に安心して住み続けるための、仕組みづくり。

「宮崎ひなた生活圏づくり」

多様な主体の参加・協働
（地域運営組織の形成促進  等）

複数集落のネットワーク化
（基幹的集落を核とした連携・補完）

合わせ技による効率化
（活動分野や業種の相乗り）

安心して住み続けるための
セーフティネットの確保

（医療・介護、消防等）

《４つの柱》
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「宮崎ひなた生活圏づくり」の中核となる『地域運営組織』のイメージ

・移動手段の確保、
買い物支援

集落活動のサポート

防災活動

見守り活動、
集いの場

冠婚葬祭、
行政業務受託

エネルギー資源活用

・草刈り、
清掃作業など

鳥獣害対策

小規模集落

婦人会・老人
クラブ等

観光・定住サポート

健康づくり
活動

特産品づくり・販売

農林水産物生産・販売

病院･
診療所

NPO･
団体 農林水産

業従事者

加工
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

地元商店

道の駅
直売所

活動拠点
（旧小学校、集会所、公民館など）

小規模集落

小規模集落

ﾎﾟﾗﾝﾃｨｱ
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

地域の
事業者

民生
委員

地域運営組織

生活支援サービス

支え合い活動 経済的活動

多様な主体と連携
しながら地域全体
の暮らしを守る取

組を行う。
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総務省自治行政局地域力創造グループ 特定地域づくり事業協同組合制度について
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総務省自治行政局地域力創造グループ 特定地域づくり事業協同組合制度について
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高齢者の就業状況

６５歳以上の就業者数と就業率の推移

高齢者の意識（就業）

資料：令和２年版交通政策白書より

高齢者の就労希望年齢
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総人口の将来推計（ケース１：現状推移の場合）
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（出典）平成25年度版情報通信白書（総務省）

多様な働き方の一例
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